門真市水道料金等収納業務

水準書
令和６年（2024）８月
門真市環境水道部
目　　　次
- 4 -Ⅰ　総則


- 4 -第１　一般事項


- 4 -１　目的


- 4 -２　委託業務の区域


- 4 -３　委託業務期間


- 4 -４　委託業務の範囲


- 5 -５　法令等の遵守


- 5 -６　業務の執務場所等


- 5 -７　窓口開設時間（営業時間）


- 5 -８　業務従事者


- 5 -９　総括責任者及び業務責任者の役割


- 6 -10　現金取扱者


- 6 -11　収納金等の納入


- 6 -12　業務使用印等の届出


- 6 -13　届出事項の変更


- 6 -14　各業務における報告書等の提出


- 7 -15　経費の負担等


- 7 -16　個人情報の保護


- 7 -第２　業務従事者の厳守事項


- 7 -１　着用被服


- 7 -２　業務従事者証の携行


- 8 -３　現場訪問時の言動


- 8 -４　その他遵守事項


- 8 -第３　その他


- 8 -１　事故発生時の報告書の提出


- 9 -２　事故等の処理


- 9 -３　電子データ及び関連文書の保存


- 9 -４　業務状況報告会議等の実施


- 9 -５　宿日直業者との連絡調整


- 10 -Ⅱ　委託業務の内容


- 10 -第１　委託業務の内容


- 10 -１　窓口及び電話等受付業務


- 10 -２　量水器点検（検針）業務


- 11 -３　再検針業務


- 12 -４　量水器の取り付け、引き上げ業務


- 12 -５　調定及び調定更正業務


- 13 -６　収納業務


- 14 -７　開閉栓業務


- 14 -８　滞納整理業務


- 14 -９　給水停止業務


- 15 -10　水道料金システム運用業務


- 15 -11　発注者に対する情報提供


- 16 -12　データ入力及び各種帳票発行業務


- 16 -13　業務引継


- 17 -14　稼働準備


- 17 -15　災害協定


- 17 -第２ 収納業務指針


- 17 -１ 収納率等の向上


２ 上下水道に関する苦情について
- 18 -
- 18 -３ 誤検針について


- 18 -４ 料金請求誤りについて


- 19 -Ⅲ 水道料金システム


- 19 -第１ 水道料金システム遵守事項


- 19 -１ ハードウェア


- 19 -２ データ


- 19 -３ セキュリティ


- 19 -第２ 計算業務の内容


- 19 -１ 計算業務の概要


- 20 -２ 計算処理の内容


- 21 -３ 帳票及び資料の作成


- 21 -４ 水道料金システムの準備及びその他の事項


- 22 -第３　水道料金システムの設備等


- 22 -１ サーバー設置場所


- 22 -２ 水道料金システムの機器等


- 22 -３ 水道料金システム端末等


- 23 -４ 通信回線


- 24 -第４　水道料金システムの稼動等


- 24 -１水道料金システム構築期間


- 24 -２ 料金端末の使用場所


- 24 -３ 水道料金システム稼動時間


- 24 -第５　水道料金システムの機能


- 24 -１ 水道料金システム等の全般に関する事項


- 25 -２ 受付業務に関する事項


- 26 -３ 検針業務に関する事項


- 27 -４ 調定業務に関する事項


- 28 -５ 収納業務に関する事項


- 29 -６ 滞納整理業務に関する事項


- 30 -７ 量水器管理に関する事項


- 30 -８ 臨時用水道料金に関する事項


- 31 -９ その他


- 31 -第６ その他


- 31 -１ 協議・協力


- 31 -２ 稼動準備


- 32 -３ 状況報告


- 32 -４　提出物


- 33 -（別紙１）経費の負担区分について


- 35 -（別紙２）　個人情報取扱特記事項




Ⅰ　総則
第１　一般事項
１　目的
本水準書は、門真市長（以下「発注者」という）の委託する門真市水道料金等収納業務（以下「委託業務」という）に関する必要な事項を定める。
２　委託業務の区域
委託区域は、門真市内全域及び発注者の指定する区域とする。
３　委託業務期間
令和７年10月１日から令和12年９月30日までとする。

　　　　　※契約締結日から令和７年９月30日までの期間に、委託業務の引き継ぎ、研修及び水道料金システムの構築など、委託業務開始準備を完了させること。
４　委託業務の範囲
委託業務の範囲は次のとおりとし、委託業務の委託を受けた者（以下「受注者」という）は本水準書に定める仕様等に従い執行すること。なお、発注者が書面にて承諾した場合のみ、再委託も可能とする。
⑴　窓口及び電話等受付業務
 　 　　⑵　量水器点検（検針）業務
 　 　　⑶　再検針業務

　⑷　量水器の取り付け及び引き上げ業務
  　　　⑸　調定及び調定更正業務
  　　　⑹　収納業務
 　 　　⑺　精算業務
  　　　⑻　開閉栓業務
  　　　⑼　滞納整理業務
  　　　⑽　給水停止業務
⑾　水道料金システム運用業務
⑿　発注者に対する情報提供
⒀　データ入力及び各種帳票発行業務
⒁　業務引継

⒂　稼働準備

⒃　その他　⑴から⒂に付帯する業務
５　法令等の遵守
  　受注者は、委託業務の施行にあたっては、関係法令及び委託契約書並びに本仕様書等を遵守しなければならない。また、発注者の信頼・信用を損ねる
言動をしてはならない。
６　業務の執務場所等
⑴　受注者は、発注者の指定する場所に営業窓口を設置し、責任者を配置すること。なお、必要に応じて、門真市環境水道部泉町浄水場「以下、浄水場という。」以外の場所に営業窓口を設置することができる。

⑵　業務従事者の休日、営業時間外の出入りは、原則可能であるが、詳細は、発注者と受注者との間で協議する。
７　窓口開設時間（営業時間）
原則として平日９時00分から17時30分までとする。土曜・日曜・祝日及び年末年始（12月29日から１月３日まで）は休日とする。ただし、営業時間及び年末年始期間、祝日が変更となった場合は、その期間とする。また、各種業務による時間延長及び休日の業務は発注者と受注者との間で協議する。
８　業務従事者
　　⑴　受注者は、自己の責任において、委託業務に従事する業務従事者（臨時に雇用する者を含む)を確保しなければならない。なお、増員及び欠員の補充については、受注者において募集し、採用すること。
　　　　⑵　配置予定従事者の概ね半数は、実務経験を有している者とする。

　　　　⑶　受注者は、業務の実施にあたり、業務従事者届を発注者に届け出なければならない。
　　⑷　発注者は、受注者から業務従事者証の交付申請があったときは、業務従事者証を作成し、受注者に交付する。また、受注者は、業務従事者等が離職等により委託業務に従事しなくなる場合は、速やかに発注者に返納すること。
９　総括責任者及び業務責任者の役割
　　⑴　受注者は、業務従事者の中から本水準書等に定められた事項の処理にあたり、業務を管理施行するため総括責任者、総括副責任者及び各業務の責任者を選任し、発注者に届け出なければならない。
⑵　総括責任者は、３年以上の実務経験者とし、委託業務全般について一切の管理を行い、業務の執行及び運営管理等の取締りを行わなければならない。
⑶　総括責任者は、原則として交代してはならない。ただし、止むを得ない理由により交代する時は、事前に発注者に届け承認を得なければならない。
⑷　総括副責任者は、２年以上の実務経験者とし、総括責任者の補佐を行い総括責任者に事故があるときはその職務を代理しなければならない。

⑸　業務責任者は、２年以上の実務経験者とし、各業務の執行及び運営等に努めなければならない。

10　現金取扱者
　　　受注者は、委託業務の施行にあたり、現金取扱者を指定し、あらかじめ発注者に提出しなければならない。領収日付印は、受注者が調製し貸与しなければならない。また、現金取扱者を解除した場合は、領収印を返還させなければならない。
　　　領収日付印を改廃するときは、発注者に報告すること。
11　収納金等の納入

　　　受注者は、毎日の収納金等を業務終了後に締め、翌営業日の指定時間に浄水場にて経営総務課へ納入しなければならない。
12　業務使用印等の届出
　　　　　受注者は、業務に使用する印鑑をあらかじめ発注者に提出しなければならない。また、印鑑を改廃するときは、発注者に報告すること。
13　届出事項の変更
　　　　　受注者は、次に該当する事項について、直ちに発注者に届け出なければならない。

⑴　委託業務期間中に受注者の名称、所在地、代表者、電話番号、総括責任者、総括副責任者、業務責任者、現金取扱者、業務使用印鑑、業務従事者等に変更があったとき。
⑵　⑴に定める事項のほか、業務の施行上、必要があると認められる事項に変更があったとき。
14　各業務における報告書等の提出
　　　　　受注者は、委託業務に係わる業務の日報・月報・年報及び毎月の状況報告書を作成し、期限までに発注者に提出しなければならない。
　　　　なお、日報、月報、年報については、発注者が指定する様式で提出するものとすること。
15　経費の負担等
⑴　経費の負担は、別紙１（ｐ33）「経費の負担区分について」に従うこと。
⑵　業務に使用する備品及び消耗品等は、受注者の負担とする。

⑶　⑴、⑵のほか、業務の性質上、必要と認められるものについては、発注者と受注者の間で協議する。
16　個人情報の保護
⑴　受注者は、委託業務の実施に伴い、個人情報を取り扱うときは門真市個人情報保護条例に規定する受託者の責務を遵守するとともに、別紙２（ｐ36）「個人情報取扱特記事項」を遵守しなければならない。
⑵　受注者は、水道料金システムに入力されている情報並びにこの契約を施行するために用いた資料及びその結果等について、発注者の許可なく第三者に転写、複写、閲覧または貸出等を行ってはならない。
⑶　受注者は、業務完了後は発注者が指定して保管を要するとされたものを除き、情報及び資料を抹消、焼却及び切断等再生使用不可能な方法により処分しなければならない。

⑷　受注者は、使用者から預かった鍵の取扱いについては、管理者を定め台帳管理・貸し出し管理を徹底すること。また、保管管理については、使用時以外は常時施錠管理を行うこと。
⑸　個人情報を記載した帳票及び登録された機器等を外部に持ち出すときは、
　盗難・紛失等の無いように注意すること。また、機器についてはパスワー
　ドを設定するなど情報が守られるようにすること。さらに、機器に登録さ
　れている個人情報について常に内容を把握しておくこと。

第２　業務従事者の厳守事項
１　着用被服
　　　　　業務中及び使用者等と接するときは、誤解を招いたり、批判を受けないように制服を着用すること。
２　業務従事者証の携行
　⑴　使用者等を訪問するときは、発注者が交付した業務従事者証を常に携行しなければならない。また、使用者等から業務従事者証の提示を求められたときは、速やかに提示しなければならない。
　⑵　使用者等と接する時は、常に名札を着用することとし、名札は顔写真付とし、当人と判明できるようにしなければならない。
３　現場訪問時の言動
　⑴　現場訪問で使用者等の土地または建物等に立ち入るときは、立ち入り目的を告げ、必要な範囲を越えて立ち入ってはならない。

⑵　委託業務の遂行にあたっては、言動に十分注意するとともに使用者等の誤解を招くことがあってはならない。
４　その他遵守事項
⑴　委託業務の実施にあたり、収納金業務にかかる収納金以外の金品その他のものを収受してはならない。

⑵　委託業務の実施にあたり、個人等の所有物件を損壊しないよう細心の注　　　　　　　　
　意を払わなければならない。
⑶　受注者の過失により、個人等の所有物件に損害を与えた場合は、速やかに各関係機関及び損害を与えた相手方ならびに発注者へ報告しなければならない。
⑷　(3)において発生した損害については速やかに損害の賠償をしなければならない。

⑸　水道料金等が受注者の過失により、過誤納請求をし、入金となった場合、速やかに発注者へ報告し、過誤納金の水道料金等を還付加算金等と共に還付しなればならない。なお、還付加算金等は受注者の負担とする。また、契約終了後においても同様とし発注者から別途請求する。

⑹　委託業務に従事中は、他の営業行為等をしてはならない。
⑺　委託業務にＳＮＳ等を利用する場合は、発注者の許可なく使用してはな
　らない。

第３　その他
１　事故発生時の報告書の提出
　　　　受注者は、次に掲げる事故等が生じた場合、直ちにその状況を発注者に報告するとともに、事故報告書を作成し発注者に提出しなければならない。

⑴　領収証書等の紛失等
⑵　業務従事者証の紛失等
⑶　収納した水道料金等の紛失等
⑷　委託業務に関する電子データ及びその関連文書等の紛失等
⑸　個人情報等を記載した帳票等の紛失等
⑹　電子記録媒体を含む個人情報等を登録した機器（ハンディターミナル「以下、ＨＴという。」等を含む携帯機器）の紛失等
⑺　その他必要があると認めるもの
２　事故等の処理
　　　上記１に規定する事故等の処理については、発注者・受注者協議のうえ行うこと。ただし、受注者において、事故発生時に何らかの措置を講ずる必要があると判断した場合には、受注者の責任において必要な措置を行うこと。また、受注者は上記以外の委託業務中の事故等の損害に備え、賠償責任保険に加入すること。
３　電子データ及び関連文書の保存
　　　　　受注者は、電子データ及び関連文書を発注者が指定する期日まで保存しなければならない。
４　業務状況報告会議等の実施
　⑴　発注者が毎月、定例的に開催する会議の場において、受注者は発注者が求める業務内容について報告を行うこと。
⑵　発注者が、必要と認めたときは、受注者と業務にかかる会議を随時開催し、受注者は必ず出席すること。
５　宿日直業者との連絡調整

　　　　　受注者は委託業務の実施にあたり、発注者が別に業務委託している宿日直業務受託者と必要な事項の連絡調整について発注者を介して行うこと。
Ⅱ　委託業務の内容
第１　委託業務の内容
委託業務の内容は概ね次のとおりとし、受注者は以下の業務の処理スケジュールについて発注者に報告すること。また、各種業務での水道料金システムへの入力について登録チェックを行い登録間違いの無いようにすること。
１　窓口及び電話等受付業務

各種届出の収受及び水道料金等の収納について、適正な手順と管理体制を定めるとともに、専門的な知識・経験をもつ人材配置によってお客様サービスの向上に努めること。
⑴　水道料金等及び各種手数料ならびに加入金等の収納を行うこと。

⑵　上下水道使用開始・中止等各種届処理を行うこと（新設開栓、閉栓情報の登録を含む）。
⑶　各種証明書の発行を行うこと。
⑷　還付及び充当を行うこと。
⑸　開栓及び閉栓処理を行うこと。
⑹　使用者等及び郵送先等の変更処理を行うこと。
⑺　共同住宅等の入居戸数の変更処理を行うこと。
⑻　口座振替の申し込み等の処理を行うこと。
⑼　漏水減免等を行うこと。（災害時には漏水修理の受付を行うこと。）
⑽　納入通知書再発行を行うこと。
⑾　水道料金等の支払い相談を行うこと。

⑿　メール（委託業務に係わることのみ）での問い合わせに対応すること。

⒀　委託業務に係る苦情の処理を行うこと。
⒁　委託業務に係る送達郵便物の取りまとめを行うこと。
⒂　使用者等の依頼により、メーター指示数（臨時給水の名義変更時も含む）の読取及び料金の算出を行うこと。
⒃　その他必要な事項。
２　量水器点検（検針）業務
⑴　検針は、門真市水道条例の定めにより実施すること。（閉栓中、給水停止中の量水器も含め検針すること）
⑵　検針日は毎回定例日とする。ただし、やむを得ず変更する場合は、毎回定例日を基準に原則として前後３日の範囲を超えないこと。
⑶　検針は十分なセキュリティ対策の上、ＨＴを使用して業務を行うこと。ＨＴのシステムは、受注者において構築及び保守運用を行うこと。

⑷　ＨＴより「ご使用水量のお知らせ」等を出力し、使用者へ交付を行うこと。（郵送も含む）
⑸　「ご使用水量のお知らせ」等の再発行の依頼があった場合は、再発行し使用者へ交付すること。
⑹　使用水量が著しく変動した場合は、使用者に連絡するとともに、原因調査を行うこと。
⑺　無届使用者の氏名、使用開始年月日等の調査を行い、速やかに使用届を提出させ、開栓処理を行うこと。
⑻　門真市水道条例違反行為を発見した際は、是正するよう説明し、その結果を速やかに発注者に報告すること。
⑼　検針順路に関して検針地図の作成ならびに現地調査等の更新を行うこと。
⑽　検針時に検定期間を満了した量水器、量水器の不進行及び破損等を見つけた場合は、速やかに発注者に報告すること。

⑾　検針時家屋取壊し等を発見した場合は料金等についての説明を行うこと。

⑿　検針時に水栓番号標が剥れて無い、番号が判読できない等の場合は、調査を行い、新たな水栓番号標にテプラー等を用いて水栓番号を印字し、現地の水栓番号標の上から貼り付けること。

⒀　共同住宅の親メーターのみの検針から子メーターの各戸検針となった場合、その対応をすること。
⒁　その他、必要に応じ量水器点検（検針）業務を行うこと。
⒂　視覚障がい者等の使用者から使用水量・料金等のお知らせについて電話等によるお知らせ内容の連絡依頼があった場合、依頼に応じた連絡方法をとること。

３　再検針業務
⑴　検針後のデータ及び提出書類等の記載及び確認ならびに審査をおこなうこと。
⑵　⑴の結果が不十分または不備なものについては、再調査を行うこと。
⑶　検針内容について、発注者の依頼または使用者からの苦情等があった場合は、再調査を行うこと。（再調査対象は、当該検針以前のものも含む)。
⑷　検針内容についての必要に応じた現場確認を行うこと。
⑸　検針後提出される使用状況変更に係る報告書の作成を行うこと。
⑹　その他必要な調査。
４　量水器の取り付け、引き上げ業務

⑴　開栓時に量水器が設置されていない場合は、量水器を取付けて開栓する
こと。

⑵　取り付ける量水器は、発注者が貸与する。
なお、量水器は、精密機器であるため、粗雑に扱わないこと。

⑶　量水器の取り付け時は、取付け場所の水栓番号・住所等を確認し、誤設置を行わないよう注意すること。
また、１次側・２次側を確認し、逆付けしないようにすること。
なお、誤設置や逆付け等が発覚した場合は、発注者と協議し、量水器を弁償する等必要な対応を行うこと。
⑷　閉栓中（給水停止中も含む）で量水器が検定期間満了となっている場合、または次年度内に検定期間を満了する場合は、新しい量水器と取替え開栓すること。
⑸　発注者から逆止弁を支給されている場合、上記について量水器設置時に逆止弁を取り付けること。

⑹　集合住宅等の解体に伴う量水器の引き上げを行うこと。
⑺　今後入居の見込めない住宅等で発注者が依頼した量水器の引き上げ。また、住宅敷地内へ立ち入ることができなくなった場合は、速やかに報告す
ること。
⑻　量水器の引き上げを行った場合は、プラグの取り付けを行うなど管内に土砂等の異物が入らないようにすること。
　　　　⑼　引き上げたメーターは、速やかに発注者に引き渡すこと。
５　調定及び調定更正業務

　　　　検針等から調定までの流れを適正に管理し、未調定防止の対策を講じること。
⑴　毎月、発注者が指定する日までに、各調定賦課に関する資料を報告すること。

⑵　各使用状況に基づく認定処理を行うこと。
⑶　調定更正の必要が生じたものについては、理由を記した資料を作成し速やかに発注者に報告すること。
⑷　還付及び充当の原因が生じたときは、速やかに関係書類を作成し発注者に報告すること。
⑸　不納欠損に係る資料の作成等を行うこと。
⑹　使用者の破産競売手続等に係る事務処理等を行うこと。
⑺　その他必要に応じて事務処理を行うこと。
６　収納業務
⑴　窓口収納及び水道料金等の収納消込を行うこと。
　　　　⑵　過誤納金の還付及び充当に関する事務処理を行うこと。
⑶　給水装置工事にかかる加入金、臨時予納金、発行手数料及び各種手数料の収納ならびに還付にかかる事務処理を行うこと。
⑷　公共下水道に関する下水道使用料、受益者負担金及び各種手数料の収納
にかかる事務処理を行うこと。
⑸　各種証明書等の発行にかかる事務処理を行うこと。
⑹　納入通知書の作成、抜き取り、抱き合わせ、発送等を行うこと。
⑺　あて先不明分の納入通知書等の調査及び配布を行うこと。
⑻　コンビニエンスストア収納処理（仮入金処理を含む）と集計表の作成
を行うこと。（コンビニエンスストア収納代行業者は、発注者が指定する
ものに対応すること。なお、コンビニエンスストア収納代行業者の変更があった場合、業務開始日より２か月間は、２業者に対応すること）。
⑼　スマートフォンアプリを利用した収納処理を行うこと。
⑽　口座振替処理及び再振替処理(金融機関とのデータ交換を含む) を行うこと。
⑾　「口座振替取り扱い開始のお知らせ」の作成と発送を行うこと。
⑿　「口座再振替のお知らせ」の作成と発送を行うこと。
⒀　「水道料金等振替済のお知らせ」の作成と発送を行うこと。
⒁　調定収入簿の作成(金融機関からのデータ受け取りを含む) を行うこと。
⒂　クレジットカード払い、eLTAX等、新しい収納業務を実施した場合は、それに対応した業務を行うこと。
⒃　口座振替停止依頼票の作成に関すること。

⒄　その他必要な事項。
７　開閉栓業務

⑴　開栓については、使用者の指定期日までにメーター指示数を読取り、開栓を実施すること。

⑵　閉栓については、口座振替、納入通知書等の発送または集金により精算すること。
⑶　閉栓時は、メーター指示数を読取り、原則として閉栓パッキン及び止水栓等で停水すること。また、「水道使用開始届」を適切に設置すること。

⑷　臨時メーターを設置している工事中の現場で、臨時メーターを取り替え　
　　　　　せずに名義変更したいとの申し出が施主からあった場合、発注者が臨時の閉栓届、臨時の開栓届を受理後、受注者は発注者の指定日に臨時メーターの指示数を読み取り閉栓又は開栓処理を実施すること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
⑸　業務時間外においても必要に応じて柔軟な対応が可能であること。
８　滞納整理業務

　　収納率向上のため効率的な訪問計画を立て、経過を管理するとともに、時効や未収金等について適正に管理すること。
⑴　滞納者に対し、各種手段を講じて自主納付を推進すること。
⑵　滞納者の収納状況の確認を行うこと。
⑶　領収印の管理を行うこと。
⑷　ＨＴによる未収料金の徴収を行うこと。
⑸　督促状の作成、発送を行うこと。
⑹　滞納整理の訪問記録及び交渉記録の管理を行うこと。
⑺　転居先調査等を行うこと。
⑻　その他必要な事項
９　給水停止業務

⑴　給水停止予告リスト並びに給水停止実施リストの作成及び発注者への報告
⑵ 給水停止予告書、督促状（コンビニエンスストア専用）等の配布

⑶ 給水停止による現地訪問及び水道料金等未収金の収納
⑷ 給水停止処理（閉塞パッキン、止水栓止め及び閉栓キャップ等を施す。）及び給水停止通知書等の配布（無断使用、無届使用によるものを含む。）

⑸　給水停止解除及び未収金の収納
10　水道料金システム運用業務

　水道料金システムは、委託業務を一元管理できるものとし、委託業務を迅速かつ的確に処理できる機能及び下記の機能を有すること。

⑴　水道料金システムの構築・運用・保守・管理（附属機器を含む）

⑵　処理内容等に関しては、「Ⅲ 水道料金システム」の内容による。

⑶　水道料金システム運用スケジュール（以下「スケジュール」という。）の定期的な作成及び提出
⑷　法令改正により発注者が依頼したときは、システムのカスタマイズを行うこと。カスタマイズ費用については、発注者及び受注者で協議すること。

11　発注者に対する情報提供

⑴　発注者において、次の作業ができること。

①照会処理（使用者情報の照会作業等）
②出力処理（集計表の打出し及びＣＳＶ等による出力）

⑵　発注者において、必要なデータを容易に出力できるようにすること。
⑶　受注者は、⑵の作業のための機器等を必要な台数設置すること。
⑷　以下の帳票及びエクセルデータを発注者に提供すること。
　➀調定集計
　　・当月調定は集計期間内に新たに発生した当年度分及び過年度分の調定
　　並びに調定更生による増減額の集計を行う。
　　・集計する項目は上水道・下水道のそれぞれの件数・水量・収納料金について、年度及び徴収区分（納付書・口座）とする。また、同時に年度及び用途別の集計を行う。
　　・工業用水等（地区番号1000番）の下水道使用料についても、上記集計を行う。
　　※過年度：前年度から数えて５年分をいう。（以下、同じ）
②収納集計
　　・当月収納は集計期間内に本入金となった収納金額の集計を行う。
　　・集計する項目は上水道・下水道のそれぞれの件数・水量・収納料金について、年度及び徴収区分別とする。また、同時に年度及び収納区分別の集計を行う。ただし、上記件数は集計期間内で完納となった収納について１件とする。
　　・工業用水等（地区1000番）の下水道使用料についても、上記集計を行う。
　・収納となった料金について以下の項目で個別明細を作成する。
　　項目は、水栓番号、履歴番号、月分、調定番号、有収水量、上下水道の未収料金、収納区分、完納区分及び徴収区分等とする。
　③未収集計
　　・調定金額と過誤納を除く収納金額に差が発生しているものについて、年度別で件数・水量・未収料金の集計をする。ただし、過誤納となった収納金額は含まれない。
　　・工業用水（地区1000番）の下水道使用料について、それぞれ上記集計を行う。
　　・未収となった料金について以下の項目で個別明細を提出する。
　　　項目には水栓番号、履歴番号、月分、調定番号、有収水量、上下水道の未収料金及び徴収区分等とする。　　　　　
　

12　データ入力及び各種帳票発行業務
⑴　発注者から給水装置(新設・改造・修繕・撤去)申込書が引き渡された場合の、水道料金システムへの必要なデータ入力を行うこと。
⑵　既設水栓の加入金の権利の登録等を行うこと。
⑶　検定期間満了をする量水器（私設メーターを含む）のリスト及び取替票の発行、量水器取替後のデータ入力（交換履歴の管理を含む）、入力後の発注者が依頼するリストの発行を行うこと。
⑷　貯水槽設置者リストの発行を行うこと。

⑸　臨時給水関連業務（検針、調定・更正、収納、消込、精算）を行うこと。
⑹　下水道接続に伴う異動処理を行うこと。
⑺　毎営業日17時30分までに宿直対応用データを作成すること。                 

　水道水栓システム、水道料金システム、更生調定伺いの更新を行うこと。

13　業務引継

⑴　受注者は、委託業務期間が満了するときまたは契約が解除されたときは、速やかに委託業務に関する一切の事務を発注者及び発注者の指定する者に引継ぎを行い、委託業務に支障が生じないようにしなければならない。また、引き渡しする水道料金システムのデータは、受注者の費用負担により、発注者の指定した時期及び仕様とすること。さらに、水道料金システムのデータ以外に引継がなければならないデータがある場合も同様とする。
⑵　受注者は、契約の解除があった場合は、委託業務期間内の発注者が指定する期日まで機器及び水道料金システム等を原則として無償で貸与すること。
⑶　委託業務が円滑にすむように、引継先が必要とするデータ等の受渡を行う。

⑶　その他、引継ぎ先が必要とするデータ等。
14　稼働準備

⑴　受注者は、契約締結日から令和７年９月30日までに、円滑な業務委託の実施に向け遺漏のないよう努めなければならない。
⑵　上記⑴に係わる一切の費用については発注者及び受注者の協議によるものとする。
15　災害協定　
　　委託業務期間中に受注者は、発注者と災害時の応援に関する災害協定を別紙の協定書のとおり締結すること。
第２ 収納業務指針

１ 収納率等の向上

受注者は、民間活力を発揮し受託前の収納率を上回る数値を確保するため、目標とする収納率の指数を定め、更なる向上を目指さなければならない。目標とする収納率は、以下の表のとおりとする。
　
	現年度収納率
	89.74％

	過年度（１年目）収納率
	99.94％

	賦課後（５年目）収納率
	99.94％

	破産債権等を除く賦課後（５年目）収納率
	99.95％


　
２ 上下水道に関する苦情について

業務の履行にあたっての苦情や問合せについては誠意をもって解決にあたり、必要に応じてその内容を速やかに発注者に報告すること。また、原因分析及び対策を検討し、発注者に報告すること。
３ 誤検針について

誤検針が判明した場合は、速やかに使用者等にその理由を説明するとともに、修正した内容について再度通知すること。また、発注者に対してその内容、原因等について報告するとともに、あわせて今後の対応策等について検討すること。

４ 料金請求誤りについて

受注者は料金の調定にあたり使用水量・使用期間・用途・入居戸数・下水道の有無・消費税等に注意し調定漏れ及び調定誤りの防止に努めること。万一、料金の調定漏れ及び調定誤りの疑いがある場合には、発注者に報告するともに必要な措置を行うこと。
Ⅲ 水道料金システム

第１ 水道料金システム遵守事項

１ ハードウェア

⑴　使用する端末の設置場所は、発注者が指定する場所とする。また、納入通知書発行等の出力、開始・中止等異動作業及び状況確認等照会作業ができることとする。

⑵　データバックアップは定期的に行い、障害が発生したときは速やかに復旧できるようにしておくこと。

２ データ

　現行水道料金システムのデータを新水道料金システムに移行する場合は、漏れなく移行し、水道料金システム移行後に使用者等に支障が発生しないようにすること。

※発注者から提供された現行データの新水道料金システムへの移行費用については、受注者の負担とする。

３ セキュリティ

⑴　ネットワークは外部アクセス対策及びウィルス対策を十分に行うこと。また、業務従事者等によるハッキング等の違法行為がないよう管理監督をすること。

⑵　ネットワーク内の通信データは、全て暗号化しセキュリティを確保すること。

第２ 計算業務の内容

１ 計算業務の概要

⑴　維持管理業務

① 水道料金システムの維持管理

② 上記システム、ネットワーク環境の設定

③ ウィルスパターンファイルの更新

④ システム・ログの保存

⑵　計算処理業務

① 日次及び月次の計算処理

② 大量印刷処理及び圧着加工処理
③ 日次集計表及び報告書等の作成処理

④ 月次集計表及び報告書等の作成処理

⑤ 年次集計表及び報告書等の作成処理

⑥ 成果品チェック作業

⑶　集配業務

① 納品準備（数量チェック等）

② 成果品の配送及び発送作業

③ 入力資料等の収集作業

⑷　データ及び帳票管理業務

① 上下水道データ等の管理
② 門真市の住居表示変更に伴う、該当住所データ変更
③ 帳票保管及び管理

④ データのバックアップ作業（日次、月次、年次）

⑤ バックアップデータの保管及び管理

⑥ 水道料金システム及びバックアップデータの保管

⑸　支援業務

① 業務Ｑ＆Ａ対応

② 障害対応

③ 発注者に対する操作研修

④ 業務改善提案等

２ 計算処理の内容

⑴　受付業務に関する計算処理

上下水道データ等の更新、チェックは随時処理とすること。

⑵　検針業務に関する計算処理

① 検針予定データの作成は、スケジュールに基づき処理すること。

② ＨＴ等で実施した検針済みデータの回収は、スケジュールに基づき処理をすること。

⑶　調定業務に関する計算処理

①　本調定は、スケジュールに基づき処理すること。

②　納入通知書の出力及び圧着加工は、スケジュールに基づき処理すること。

③　金融機関への口座振替データ作成処理は、スケジュールに基づき処理すること。
⑷　収納業務に関する計算処理

①　コンビニ収納データについては、毎日処理すること。

②　バーコード処理した収納済みデータの回収は、毎日処理すること。

③　滞納整理ＨＴ等で実施した場合の収納済みデータの回収は、毎日処理すること。

④　仮入金処理は毎日処理すること。

⑤　入金処理は毎日処理すること。

⑥　口座振替処理は、スケジュールに基づき処理すること。

⑦　入金日計・収納状況集計処理は、毎日処理すること。

⑸　滞納整理業務に関する計算処理

①　督促状・コンビニ専用督促状等の出力及び圧着加工は、スケジュールに基づき処理すること。

②　口座振替不能分の再振替処理は、スケジュールに基づき処理すること。

③　給水停止処理は、スケジュールに基づき処理すること。

④　不納欠損処理は、スケジュールに基づき処理すること。

⑹　量水器管理に関する計算処理

量水器の新規登録、量水器交換処理等は随時処理すること。

⑺　統計業務に関する計算処理

① 月間統計及び年間統計は、定期的に処理すること。

② 発注者の要望に基づき統計データを報告すること。

３ 帳票及び資料の作成

前項の計算処理にあたり次に掲げる業務に付随する帳票及び資料を作成すること。

⑴　検針業務

⑵　調定業務

⑶　収納業務

⑷　滞納整理業務

⑸　量水器管理業務

⑹　開閉栓業務
⑺　統計業務
４ 水道料金システムの準備及びその他の事項

⑴　現在の水道料金システムからデータを新水道料金システムへ移行すること。（原則として全データ）

⑵　委託業務開始前２ヶ月以上の期間、新水道料金システムの試験処理を行い、現在の水道料金システムと整合していることを確認すること。（並行稼働すること。）
⑶　委託業務開始前に職員へ十分な操作研修会を実施すること。

⑷　水道料金システムのサーバーの保守管理は専任技術者により行うよう努めること。

⑸　受託業務のために導入する水道料金システム及び機器等について知識を有する技術者を選出し、水道料金システム等のＱ＆Ａに対応するとともに、緊急を要する水道料金システム保守管理作業等に支障がないように準備対応すること。

⑹　障害時は、迅速に復旧すること。

⑺　水道料金システム及びバックアップデータの保管先については、文書により報告すること。

⑻　契約完了後の物件撤去に要する費用は、受注者の負担とする。

第３　水道料金システムの設備等

１ サーバー設置場所
⑴　サーバー設置場所及びバックアップ用サーバー設置場所は原則として24時間空調管理され非常用電源等が整備されていること。
⑵　サーバー設置場所への入退室は、厳重に管理されていること。
２ 水道料金システムの機器等
⑴　機器の性能については、発注者の所有するデータ（現有の調定データ及び未納データ）を６年間分管理でき、安全かつ安定的に処理できること。

⑵　サーバーは原則としてハードディスクの二重化を行うこと。

⑶　障害発生時に早期に切替えて稼動できるバックアップサーバー等を用意する等十分な対策を講じること。

⑷　無停電電源装置及びバックアップ装置を用意すること。

⑸　印刷装置及びメールシーラーを用意すること。

⑹　障害対応用の監視用端末を用意すること。

⑺　テスト機及び代替機を設置すること。

⑻　ウィルス対策や侵入者対策を施すこと。

３ 水道料金システム端末等

水道料金システム端末(以下「料金端末」という。)及びレーザプリンタ等を次の各号により用意すること。

⑴　執務室に設置する料金端末等の数は、円滑な受託業務を行うのに必要な台数とすること。

⑵　上記のほか発注者へは、端末４台、プリンター２台を無償で貸与するものとし、その保守管理に要する一切の費用は受注者の負担とする。ただし、プリンタートナー並びに用紙は発注者の負担とする。端末４台の内１台は閲覧項目を
制限した使用とする。
⑶　検針ＨＴ等は、円滑な受託業務を行うのに必要な台数とし、次の事項に対応すること。

①　未検針分のデータのチェックが行えること。検針もれの有無が判断できること。

②　水量チェック（前回・前年同時期など）が容易にできること。

③　水栓番号、量水器番号、電話番号等で容易に検索ができること。

④　ＨＴ等でご使用水量のお知らせ票の印刷ができ、使用水量が異常数値を示した場合、料金端末より調査対象水栓のチェックリストが出力できること。

⑤　ＨＴ等紛失に備えて、パスワード入力ミスを複数回行った場合にはロックするなどの対策を取ること。

⑥　ＨＴ等で今回分の使用水量を計算して、料金表示ができること。

⑦　検針不能の場合は水量を認定し、異常の理由をお知らせ票に印刷できること。

⑧　お知らせ票には、今回の請求料金、前回の口座引き落としのお知らせを同時に出力できること。

⑨　量水器を設置しているところは全て検針が可能であること。

⑩　ＨＴ等から、量水器設置場所等が確認できること。

⑪　ＨＴ等で指針入力値の異常データや操作ミスの際には警告音等を発すること。

⑫　原則として、ＨＴ等で検針員への注意事項は、ポップアップ等で画面表示できること。

⑬　お知らせ票の再印刷がＨＴ等で容易にできること。

⑷　滞納整理をＨＴ等システムで運用する場合は、円滑な受託業務を行うにあたって必要な台数を用意すること。

４ 通信回線

⑴　サーバー設置場所との接続回線は原則として閉鎖網（専用回線）の通信で行うこと。

⑵　浄水場以外の場所に営業窓口を設置する場合も同様とする。

⑶　回線は水道料金システムを最適に稼動できる通信速度であること。

第４　水道料金システムの稼動等

１水道料金システム構築期間

⑴　水道料金システムの構築期間については、令和７年10月１日に本稼動できるよう構築及び各工程ごとのテストを完了していること。

⑵　水道料金システムの本格稼働に当たっては発注者の承認を得てから行うこと。

⑶　消費税等の税率の変更及び消費税法等の経過措置にも対応可能な水道料金システムを構築すること。

２ 料金端末の使用場所

料金端末の使用場所は次のとおりとする。

⑴　浄水場お客さまセンター内及び宿直室。
⑵　浄水場以外の場所に営業窓口を設置する場合は、その場所とする。

３ 水道料金システム稼動時間

水道料金システムはオンライン運用とし、原則として次のとおりとする。

⑴　稼動時間は原則として９時00分から17時30分までとし、必要に応じ時間外も可能とする。

⑵　上記以外の稼動に関しては、発注者・受注者協議の上で稼動させること。

第５　水道料金システムの機能

１ 水道料金システム等の全般に関する事項

水道料金システムは、開栓閉栓情報、検針情報、認定情報、調定情報、収納情報、停水情報、滞納情報等を一元管理できるものとし、次に掲げる事項が対応可能であること｡

⑴　上下水道に対応していること。

⑵　コンビニ収納（EAN-128）に対応していること。納入通知書のバーコード仕様は、（GS1-128）（EAN-128(44桁固定)）とする。
⑶　クレジットカード等新しい収納業務を実施した場合、収納に対応できること。

⑷　口座振替の分割収納に対応できること。

⑸　現行システムで作成された納入通知書の消し込みが行えること。
⑹　セキュリティを考慮し、水道料金システムのアプリケーション及びデータはサーバーで集中化させ、料金端末にはデータを常駐させないこと。

⑺　外付けハードディスク等の外部記憶機器を使用する場合は、セキュリティを考慮した構築とし、データは定期的にバックアップを行うこと。

⑻　水道料金システムを円滑に運営する上で、最良なＯＳ及びデータベースで動作すること。

⑼　ＨＴによる検針及び滞納整理は将来の拡張性（データの即時性等）を考慮したシステムとすること。

⑽　職員及び業務従事者単位で使用制限を付加すること。

⑾　水道料金システム及びＨＴの操作マニュアルを用意すること。

⑿　変更履歴について、処理内容・処理日・処理者を端末上で確認することができること。

⒀　操作画面は原則としてＧＵＩ（グラフィック・ユーザー・インターフェース）メニュー選択等の採用により簡易に操作ができ、初心者でも短期研修で操作することができること。

⒁　水道料金システムに登録した文字は帳票等の印刷物、ＨＴでの表示及び印刷物等で文字化けを起こさないこと。
⒂　画面展開においては、原則として業務の流れに応じ必要な複数の処理画面を残しておく事ができ、前の画面等を再度検索することなく閲覧する事ができること。

⒃　帳票等は基本的に現行水道料金システムで使用している用紙・様式とすること。（ただし、門真市水道条例等に定められている様式を除き、発注者・受注者協議の上、変更可能とする。）
⒄　帳票等の発行照会が容易にできること。

２ 受付業務に関する事項

⑴　開栓処理

① 新設の登録ができること。

② 電話等での開栓受付が画面を見ながら容易にできること。

③ 開栓作業等の予約管理及びリスト出力ができること。

④ 件数等の集計リスト出力ができること。

⑵　閉栓処理

① 閉栓理由、納付区分、転居先等の情報入力ができること。

② 電話等での閉栓受付が画面を見ながら容易にできること。

③ 閉栓作業等の予約管理及びリスト出力ができること。

④ 件数等の集計リスト出力ができること。

⑶　再開栓処理

① 再開栓処理に必要な水道情報を、旧使用者から新使用者に引き継ぐこと。

② 電話等での再開栓受付が画面を見ながら容易にできること。

③ 再開栓作業等の予約管理及びリスト出力ができること。

④ 件数等の集計リスト出力ができること。

⑷　検索処理

① 複数検索条件（７項目以上及び複合検索）の指定で絞り込みができること。

② 調定情報及び収納情報は過年度６年間分及び時効中断分(10年分)が確認できること。

③ 過誤納金は、還付情報、充当情報が詳細に分かること。

④ 使用者情報等は、速やかな展開でできること。

⑸　異動処理

① それまで検索した情報が継続されること。

② 異動処理を行うための専用画面が用意されていること。

例：口座登録、量水器交換、送付先登録

③ 異動処理画面への展開または、異動処理の実行には、パスワードの入力が必要であること。

④ 異動前の情報は、画面等で確認できること。

⑹　納入通知書等発行処理

①　各種納付書、通知書等が容易に出力できること。

②　発行件数等のリスト出力ができること。

③　再発行期日等が把握できること。

３ 検針業務に関する事項

⑴　検針処理

①　検針データを容易に作成することができ、検針ＨＴ等へのデータ送信・受信が容易にできること。

②　検針ＨＴ等から検針済みデータが受信できること。

③　検針結果の一覧表及び異常水量の一覧等、帳票出力が可能なこと。

④　検針データの訂正及び料金更正が可能なこと。

⑤　料金端末からも「ご使用水量のお知らせ票」が出力できること。

⑵　検針ＨＴ等に関する事項

① 水道料金システムとのデータの送受信が容易にできること。

② 水道料金システムとのデータの送受信は、原則としてＬＡＮ上等にてやり取りができること。

③ 第三者に改ざんできないように検針データは、全て暗号化されていること。

④ 特定の使用者を検針したい場合、検針地区や量水器番号等、複数の方法により検索が可能なこと。

⑤　異常な水量が判明したときは、アラーム等で異常を知らせる機能を備えること。
⑥ 「ご使用水量のお知らせ票」に口座振替済のお知らせの出力が可能であること。

⑦ 「ご使用水量のお知らせ票」には、使用者への通知等自由に打ち出すことができること。

⑧ 検針データの作成及び検針後のデータの吸い上げについては複数かつ同時に実行できること。

４ 調定業務に関する事項

⑴　調定処理

① 複数の徴収区分（納入通知書、口座振替等）に対応できること。

② 納入通知書の発行及び再発行（大量印刷・単票印刷）ができ、発送日・納入期限の履歴管理をできること。

③　納入通知書を送付先単位で出力できること。

④　本調定以前に発行した場合は、例月の納入通知書印刷は不要にできること｡

⑤　同一調定月に同一水栓に対して複数の調定を作成できること。

⑥　使用者情報処理は、全ての項目修正ができること。

⑦　使用状況等により認定処理ができること。

⑧　認定一覧がリスト出力できること。

⑨　使用水量等の減量に関する報告書及び通知書が作成できること。

⑩　起票日と発行日がそれぞれ入出力できること。

⑪　水道料金等の特殊計算ができること。

⑫　調定は上水道のみ、下水道のみ、上下水道共で調定の算定ができること。
⑵　調定更正処理

① 調定更正（減免等）が現年度、過年度でできること。

② 更正処理した際、仮登録として処理ができること。

③ 口座振替の該当者は、再振替において対応ができること。

④ 処理件数等のリストが出力できること。
⑤ 調定更正により完納となる場合、そのリストが出力できること。
⑥ 発注者の指定する様式で日報、月報、年報の作成ができること。

５ 収納業務に関する事項

⑴　収納消込処理
① 通常収納消し込み及び分納収納消し込みが原則12回以上できること。

② コンビニ収納データを配信でき、仮入金処理ができること。
　 コンビニエンス収納代行サービスは発注者が指定する業者に対応し、契約日
以降２ヶ月間は２業者同時に対応できるシステムとすること。

③ 滞納整理ＨＴ等システムを導入する場合は、原則としてＨＴ等より収納データを集信でき、仮入金処理ができること。

④ バーコード等での消し込み処理が可能なこと。

⑤ 二重消込み及び調定額を超える消込み額は、過誤納金処理を同時に行えること。

⑥ 複数の請求をまとめて一括請求として納入通知書の発行または口座振替ができること。
⑵　過誤納金処理

① 還付・充当処理ができ、通知書等のリスト出力ができること。

② 還付・充当情報(発生日、対象金額、連絡日、処理日等)を画面で照会ができること。

③ 還付・充当した件数と金額が管理できること。

④ 起票日と発行日がそれぞれ入出力できること。

⑶　口座処理

① 口座振替と納付制を調定月毎に選択できること。

② 口座振替データについて、金融機関へのデータ提出用メディアはＤＶＤ－ＲＷを使用し、また、データ伝送処理方式にも対応できるようにしておくこと。
③ 再振替ができること。

④ 口座振替・振替済・振替不能・再振替・通知書・督促状リストの出力ができること。

⑤ 処理件数等のリストが出力できること。

⑷　分割納入処理

① 分納の納入通知書の出力ができること。

② 分納情報が画面で照会ができること。

③ 発行件数等のリストが出力できること。

④ 分納該当者の把握ができること。

６ 滞納整理業務に関する事項

⑴　督促処理

① 督促状・コンビニ専用督促状の出力ができること。

② 発行履歴が管理でき画面で参照ができること。

③ 発行件数等のリストが出力できること。

④ 督促状・コンビニ専用督促状において、納入通知書機能が出力できること。

⑵　給水停止処理

① 給水停止予告について、料金端末から給水停止予告状の出力ができること。

② 給水停止について、料金端末またはＨＴから給水停止執行通知書の出力ができること。

③ 月例処理以外でも発行ができること。

④ 発行履歴が管理でき画面で確認ができること。

⑤ 発行件数等のリストが出力できること。

⑥ 給水停止予告状において、納入通知書機能が出力できること。

⑶　滞納管理処理

① 未納者一覧等の照会及びリスト出力ができること。

② 滞納整理の訪問記録や交渉記録を登録・照会できること。

③ 日付別で管理し、一覧リストが出力できること。

④ 滞納整理ＨＴ等用の滞納データが抽出できること。

⑤ 滞納整理ＨＴ等へ滞納データが送信できること。

⑥ 滞納整理ＨＴ等から収納データが受信できること。

⑦ 滞納整理ＨＴ等から納入通知書を発行できるよう努めること。

⑷ ＨＴ等に関する事項（滞納整理にＨＴ等システムを導入する場合は、以下の水準とする）

① 水道料金システムとのデータの送受信が容易にできること。

② 水道料金システムとのデータの送受信は、原則としてＬＡＮ上等にてやり取りができること。

③ 第三者に改ざんできないように滞納データは、全て暗号化されていること。

④ 未納者の実態把握が容易にでき、検索（日付等）で分類リスト出力ができること。

⑤ 交渉経過を簡単（選択方式等）に即時入力できること。

⑥ 領収書等はナンバーリング管理し、紛失及び不正防止等の対策を行うこと。

⑦ 明示的な画面構成により、操作が簡単であること。

⑧ 予定・約束管理が細かなレベルで行え、過去の交渉経過も容易に参照可能であること。

⑨ 未納者宅を訪問したい場合、住所・氏名等や約束日等の複数の方法により検索が可能なこと。

⑩ 滞納データの作成及び収納データの吸い上げについては、複数かつ同時に実行できること。

７ 量水器管理に関する事項

　　⑴　量水器の登録・照会・更新ができること。

　　⑵　量水器の亡失及び毀損の登録ができること。

⑶　量水器の取替伝票の作成ができること。

⑷　量水器の交換履歴の管理ができること。

⑸　検定期間満了の水道量水器、量水器一覧リストの出力ができること。

⑹　量水器に関する情報の入力及び取替伝票への明示ができること。

⑺　逆止弁の取付け情報の登録、照会、更新ができること。

８ 臨時用水道料金に関する事項

各種登録から臨時予納金、検針、調定、収納等を一元管理できることとし、次に掲げる事項が原則として可能であること｡

⑴　更新機能

① 申請情報の項目の追加、修正、削除ができること。

⑵　照会機能

① 水栓番号、使用者名、量水器設置場所等による照会検索ができること。

② 指定工事店名別による照会検索ができるよう努めること。

⑶　調定・収納処理

①「４ 調定業務に関する事項」ができること。

②「５ 収納業務に関する事項」ができること。

⑷　中止精算処理

① 精算、臨時予納金充当、還付処理ができること。

９ その他

⑴　不納欠損処理

① 不納欠損処理ができること。

② 欠損予定、欠損確定のリストを調定年月等の範囲指定で出力できること。

⑵　その他機能
① 水道料金支払済証明書等の発行は仮入金も含めてできること。

※仮入金とは、金銭は受領しているが、本入金されていない状態
② 口座振替分の領収書の発行及び発行履歴管理ができること。

③ 料金改定等のマスターデータ変更が簡易にできること。

④ データを適宜バックアップでき、故障時にはリロードして運用できること。

⑤ 銀行等の合併等による使用者情報の変更用データの作成及び更新ができること。

⑥ ヘルプ機能(マニュアル閲覧含む)があること。

⑶　水道料金システム等の拡張性・柔軟性

① 過大な投資をすることなく、法令等の改正、将来の人口増、サービス拠点増等に伴う水道料金システム等の拡張・変更等に柔軟に対応できるよう努めること。

② 保守・修正・機能追加が容易であるような工夫がなされていること。

第６ その他

１ 協議・協力

本水準書に定めのない事項については、発注者・受注者で協議、協力し本稼動までに対応できるよう努めること｡

２ 稼動準備

受注者は、業務委託に係る各種機器・備品及び水道料金システム等を用意し、運用管理の準備、運用要員の確保・研修等を行い円滑な業務委託の実施に向け遺漏のないよう努めなければならない。

３ 状況報告

本番稼動までの間、受注者は発注者の要請により随時、進捗状況を報告すること｡

４　提出物

受注者は、本稼動までに業務委託に係る水道料金システム処理フロー図及び取扱説明書を作成し、発注者に提出すること。

（別紙１）経費の負担区分について
　経費の負担区分については、次のとおりとする。なお、下記の記載以外の経費の負担については、発注者・受注者で協議のうえ定めること。
発注者が負担する経費
	番号
	区　　　分
	内　　　容

	１
	収納手数料

	⑴　口座振替手数料

⑵　コンビニエンスストア収納代行手数料

⑶　その他収納に関する手数料

	２
	業務用品
	⑴　量水器（通水パッキン２枚付属）
⑵　逆止弁

	３
	業務用消耗品
	受注者から貸与された水道料金システム用プリンターの用紙及びトナーカートリッジ等消耗品

	４
	その他の費用
	発注者が必要と認める経費


受注者が負担する経費

	番号
	区　　　分
	内　　　容

	１
	事務所費
	委託業務に使用する施設等に係る経費

	２
	通信費
	委託業務に使用する通信費等に係る経費

（業務用固定電話は３回線を貸与予定しています。通話料並びに郵送料等については、受注者負担とします。）契約期間中に単価の変動があった場合は、負担について発注者、受注者の間で協議する。

	３
	営業車両及びこれらの維持管理費
	営業車両の調達、車検及び維持管理に係る経費

	４
	印刷物等
	⑴　水道料金等納入通知書兼領収書（告知書）

⑵　水道料金等（督促状）納入通知書兼領収書

⑶　水道料金等振替済のお知らせ

⑷　口座振替取り扱い開始のお知らせ

⑸　水道料金等の口座再振替のお知らせ

⑹　給水停止予告書

⑺　給水停止通知書

⑻　水道料金等領収書（窓口用）
⑼　ご使用水量のお知らせ（ＨＴ用）
⑽　水道料金等（督促状）納入通知書兼領収書コンビニ専用
⑾　門真市水道料金等口座振替依頼書
⑿　水道使用開始届け（荷札形式）
⒀　長４封筒予告書用(別注窓開)
⒁　長４封筒（検針のお知らせ等）
⒂　水道使用開始届のお願い
⒃　水道料金等領収書（ＨＴ用）
⒄　水栓番号シール(番号なし)及び作業に必要な機材（水栓番号シールは発注者が有償支給）
⒅　漏水のお知らせ
⒆　その他必要な帳票等

	５
	郵便物等郵送料
	⑴　水道料金等納入通知書

⑵　水道料金等督促状及び納入通知書

⑶　口座振替取り扱い開始のお知らせ

⑷　水道料金等の口座再振替のお知らせ
⑸　水道料金等振替済のお知らせ
⑹　給水停止予告書及びコンビニエンスストア専用督促状

⑺　使用水量のお知らせ

⑻　その他発注者が業務上必要と認める郵便物郵送料

	６
	水道料金システム関連費
	水道料金システム並びに周辺機器等に係るハードウェア、ソフトウェア構築導入費及び運用費

	７
	燃料費
	営業車両使用に係るガソリン、軽油代等

	８
	業務用消耗品
	1  閉栓プラグ

2  閉栓キャップ（鍵付）
⑶　閉塞パッキン（厚：３mm）
⑷　通水パッキン（厚；３㎜）

	９
	保険料
	委託業務従事者各種保険および委託業務に伴う賠償責任保険等

	10
	還付加算金等
	受注者の誤請求等の過失による入金に伴う還付時の遅延損害金および還付加算金

	11
	量水器の弁償費
	受注者の誤設置・破損等による量水器代

	12
	事務用備品
	事務所案内看板、パソコン等ＯＡ機器、金庫、書庫等、パーティション、カウンター、机、椅子、レジスター、その他業務用備品、腕章

	13
	事務用消耗品
	現金取扱領収日付印、その他業務用消耗品

	14
	量水器点検用ＰＣ使用料
	水道管路情報管理システム用ＰＣ

	15
	被服費
	業務に係る従業員用被服（制服、名札、雨具、防寒具等)

	16
	従業員更衣室等に関わる経費
	更衣ロッカー、その他必要な備品
（休憩スペース、更衣室は無償貸与いたします。）

	17
	通信機器
	委託業務に必要とする通信機器（携帯電話・固定電話等）


ただし、上記「受注者が負担する経費」内の４印刷物等で使用したもの、及び８業務用消耗品で市内に取付けたものは発注者へ無償譲渡とする。
使用料等の金額（令和５年度金額）
※事務所等の使用料については、不動産の固定資産税額によって金額が上下します。

	番号
	項　　目
	内　　容
	規　格
	価格税抜

（年当り）
	備　考

	１
	事務所費
	使用料
	104㎡
	501,876円
	

	２
	電算室
	使用料
	12㎡
	57,908円
	

	３
	光熱水費等
	光熱水費
	
	実費
	

	４
	営業車両経費
	駐車料金
	１台当り
	22,153円
	４台まで

	５
	事務用備品
	電話器
	８台
	4,400円
	

	６
	水栓番号標シール
	
	
	1枚 　6円
	


その他、必要なものについては協議の上、決定するものとする。
（別紙２）
個人情報取扱特記事項

（基本的事項）

第１条　受注者は、個人情報（個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）第２条第１項に規定する個人情報をいい、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）第２条第８項に規定する特定個人情報を含む。以下同じ。）の保護の重要性を認識し、この契約による事務の実施に当たっては、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報の取扱いを適正に行わなければならない。

２　個人情報の取扱いに関し、本契約の規定と本特記事項の規定に疑義が生じた場合は、本特記事項の規定を優先的に適用するものとする。

　（適正管理）
第２条　受注者は、この契約による事務の処理のために取り扱う個人情報について、漏えい、滅失及びき損の防止その他の個人情報の適正な管理のために必要な措置を講じなければならない。

（個人情報の秘密保持）
第３条　受注者は、この契約による事務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に利用してはならない。この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。

　（再委託の禁止）
第４条　受注者は、この契約による事務の全部又は一部について第三者（再委託先が委託先の子会社（会社法（平成17年法律第86号）第２条第１項第３号に規定する子会社をいう。）である場合を含む。）に再委託してはならない。ただし、受注者は、次項に規定する観点から選定した委託先及び委託の範囲を発注者に報告し、あらかじめ発注者の書面による承諾を得た場合に限り、再委託することができる。この場合において、受注者は、この契約により受注者が負う義務を再委託先に対しても遵守させなければならない。このため、受注者は、受注者と再委託先との間で締結する契約書においてその旨を明記し、その義務が遵守されるよう、必要かつ適切な監督を行わなければならない。
２　受注者は、再委託先を選定する際、再委託先の設備、技術水準、従業者に対する監督・教育の状況、経営環境その他の事項を考慮しなければならない。

（目的外利用及び提供の禁止）
第５条　受注者は、この契約による事務の処理のために取り扱う個人情報を当該契約の目的以外に利用し、又は第三者に提供してはならない。ただし、取り扱う個人情報が特定個人情報でない場合であって、かつ、発注者の指示又は承諾がある場合はこの限りでない。

（複写又は複製の禁止）
第６条　受注者は、この契約による事務を処理するために発注者から提供された個人情報が記録された資料等を複写し、又は複製してはならない。ただし、発注者の指示又は承諾がある場合はこの限りでない。
　（取得の制限）

第７条　受注者は、この契約による事務の処理のために個人情報を取得するときは、その目的を達成するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により行わなければならない。

（作業場所の指定等）

第８条　受注者は、この契約による事務の処理について、発注者の庁舎内において行う場合にあっては、原則として発注者の開庁時間内に行うものとする。この場合において、受注者は、発注者に対し、その従事者の氏名等を事前に報告するとともに、従事者は発注者の求めに応じ身分を証明する書類を提示しなければならない。
　なお、受注者は、発注者の庁舎外で事務を処理する場合にあっては、当該作業場所における適正管理の実施その他の安全確保の措置についてあらかじめ発注者に届け出て、発注者の書面による承諾を得た場合に限り、当該作業場所において事務を処理することができる。

（事故報告及び事故発生時の対応）
第９条　受注者は、個人情報について、漏えい、滅失及びき損等の事故が発生し、又は発生するおそれがあることを知ったときは、速やかに発注者に報告し、発注者の指示に従うものとする。委託契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。この場合において、発注者及び受注者は、事故の拡大又は再発を防止するために合理的に必要と認められる措置を講じなければならない。

２　前項の場合において、発注者及び受注者が講ずべき措置については、事故の内容、規模等に鑑み、発注者及び受注者協議の上定めるものとする。

（委託業務の遵守状況についての報告）
第10条　受注者は、年１回以上、この契約による事務の遵守状況、個人情報の安全管理体制等を書面で報告するものとし、発注者は、受注者に対し、書面によりこの契約による事務の遵守状況等について確認することができる。

２　前項の場合において、発注者が必要と認めるときは、実地に調査し、受注者に対して必要な資料の提供を求め、又は必要な指示をすることができる。

３　発注者及び受注者は、前２項の確認の結果を踏まえ、この契約による事務における個人情報の安全管理体制の改善要否を協議し、改善が必要と判断した場合は双方協力のうえ対応するものとする。
　（実地調査）
第11条　発注者は、この契約による事務に係る作業の管理体制及び実施体制並びに個人情報の管理の状況について、少なくとも年１回以上、原則として実地調査により確認するものとする。

　（管理体制等の報告）

第12条　受注者は、この契約による事務の処理について、責任者及び業務従事者の管理体制及び実施体制、個人情報の管理の状況についての検査に関する事項等の必要な事項を定め、発注者に書面により報告するものとする。

（従事者に対する監督・教育）
第13条　受注者は、この契約による事務に従事している者に対して、在職中及び退職後においても当該事務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は目的以外に利用してはならないこと、個人情報の違法な利用及び提供に対して罰則が適用される可能性があることその他個人情報の保護に関して必要な事項を周知しなければならない。また、受注者は、この契約による事務を処理するために取り扱う個人情報の適切な管理が図られるよう、従事者に対して必要かつ適切な監督・教育を行わなければならない。

（資料等の返還）
第14条　受注者は、この契約による事務を行うため、発注者から提供を受け、又は受注者自らが収集し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等は、この契約の終了後直ちに発注者に返還し、又は引き渡すものとする。ただし、発注者が別に指示したときはその指示に従うものとする。発注者の承諾を得て行った複写又は複製物については、廃棄又は消去しなければならない。この場合において、受注者は、発注者に対し、速やかに廃棄又は消去を行った旨の証明書を交付しなければならない。

２　受注者は、前項の廃棄又は消去について記録に残さなければならない。

（契約解除）

第15条　発注者は、受注者が個人情報取扱特記事項に違反し、受注者が速やかに是正しない場合は契約を解除することができる。この場合において、受注者は発注者に対して損害賠償を求めることはできない。

（損害賠償）

第16条　受注者は、その責めに帰すべき事由により、この契約による事務の処理に関し、発注者又は第三者に損害を与えたときは、その損害を賠償しなければならない。再委託先の責めに帰する事由により発注者又は第三者に損害を与えたときも同様とする。この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。
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